
 

 

 

 

 

 

計   算   書   類 

 

 

第 34 期 

 

2022 年４月 １日から 

2023 年３月 31 日まで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪府八尾市弓削町南三丁目 20 番地 

株式会社 アクセス 



-1- 

貸借対照表 

 
(2023 年３月 31 日現在) 

                                                                        （単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 218,683 流 動 負 債 38,346 

現 金 預 金 197,716 工 事 未 払 金 27,077 

完 成 工 事 未 収 入 金 16,568 未 払 金 25 

材 料 貯 蔵 品 83 未 払 費 用 1,861 

未 収 入 金 2,538 未 払 消 費 税 3,378 

仮 払 金 1,776 預 り 金 1,824 

  賞 与 引 当 金 4,180 

    

    

固 定 資 産 53,763 固 定 負 債 15,049 

有 形 固 定 資 産 52,259 退 職 給 付 引 当 金 115 

    建 物 39,359 長 期 預 り 保 証 金 14,934 

工 具 器 具 ・ 備 品 1,800   

土 地 11,100   

    

  負 債 合 計 53,395 

 無 形 固 定 資 産 154 純   資   産   の   部 

  電 話 加 入 権 154 株 主 資 本 219,051 

  資 本 金 40,000 

投 資 そ の 他 の 資 産 1,350 利 益 剰 余 金 179,051 

繰 延 税 金 資 産 1,350  利 益 準 備 金 10,000 

   そ の 他 利 益 剰 余 金 169,051 

    繰 越 利 益 剰 余 金 169,051 

    

  純 資 産 合 計 219,051 

資 産 合 計 272,447 負 債 純 資 産 合 計 272,447 

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 
 

１．  重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）資産の評価基準および評価方法 

①有価証券 

   その他の有価証券 

    時価のあるもの    決算日の市場価格等にもとづく時価法(評価差額は全部純資産直入法に 

より処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。） 

 時価のないもの    移動平均法による原価法 

  ②たな卸資産          

      未成工事支出金    個別法による原価法 

 

 

（２）固定資産の減価償却の方法 

①  有形固定資産 

定率法 

  ただし、1998 年 4 月 1 日以降に取得した建物（附属設備を除く）および 2016 年 4 月 1 日

以降に取得する建物附属設備、構築物については定額法を採用しております。 

 

②  無形固定資産 

定額法  

 

 

（３）引当金の計上基準 

 

①貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上することに

しております。 

 

②工事損失引当金 

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、

かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、損失見込額を計上することにしてお

ります。 

 

③賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、当事業年度に負担すべき賞与支給見込額を計上しておりま 

す。 

 

④退職給付引当金 

従業員の退職金の支給に充てるため、当事業年度に負担すべき退職金支給見込額を計上しており

ます。 

 

（４）収益および費用の計上基準 

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見

込まれる金額で収益を認識しております。 

当社は主として顧客との工事契約にもとづき工事をおこなう義務を負っており、履行義務を充足する

につれて、一定の期間にわたり収益を認識しております。履行義務の充足に係る進捗度の見積りの方法

は、主として発生原価にもとづくインプット法によっております。また、履行義務の充足に係る進捗度

を合理的に見積ることができないが、発生する費用を回収することが見込まれる場合には、原価回収基

準により収益を認識します。 

 

 

２．  貸借対照表に関する注記 

有形固定資産の減価償却累計額          65,629 千円 

 


